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Ⅰ．アフリカ地域の現状と展望

1. 市場の規模とポテンシャル

2. ビジネス環境

3. 投資と援助
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出典：外務省（2017）



サブサハラアフリカの実質経済成長率（2013～2019）

出典：IMF (2017)

資源国（特に石油輸出国）と非資源国では、成長率の落ち込みは大きく違う。
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アフリカのビジネス環境～アジアとの比較

ビジネス環境ランキング（世界銀行Doing Business 2018より） 
順位 アジア アフリカ
1位～20位 シンガポール、韓国、台湾

21位～40位 タイ、マレイシア、日本 モーリシャス
41位～60位 ブルネイ ルワンダ
61位～70位 モンゴル、ベトナム モロッコ
71位～80位 インドネシア、中国 ケニア

81位～90位
ボツワナ、南アフリカ、ザンビ
ア、チュニジア、

91位～100位 インド セイシェル
101位～110位 レソト、ナミビア、マラウイ
111位～120位 フィリピン スワジランド、ガーナ
121位～130位 （ブラジル） ウガンダ、エジプト

131位～140位 カンボジア
タンザニア、モザンビーク、コー
トジボワール、セネガル

141位～150位 ラオス ナイジェリア他5か国
151位～160位 ジンバブエ他5か国

161位～170位
エチオピア、マダガスカル、カメ
ルーン、アルジェリア他3か国

171位～180位 ミャンマー、バングラデシュ アンゴラ他5か国
181位～190位 （10カ国中7カ国）



出典：JETRO (2018), アフリカ
進出日系企業実態調査日系企業の注目点は、市場規模（ナイジェリア、南アなど）、成長力（ケニア、タンザニア、

エチオピア、モロッコなど）に分かれる



出典：JETRO (2018), アフリカ進出日系企業実態調査
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●「規則・法令の整備、運用面」の改善は見られず、引き続き上位リスク
●「不安定な政治・社会情勢」への不安も高い
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日本企業による対アフリカ対外直接投資・証券投資残高の
推移（1996暦年末～2016暦年末）

2016年12月末時点で2.4兆円の投資残高を計上。5年おきに倍増を繰り替えし、
20年で（1996年12月末）の20倍に成長

出典：日本銀行統計
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出典：外務省（2018）



JICAの国別事業規模
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Ⅱ．JICAのアフリカ支援
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官民の力を集結
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回廊開発と戦略的マスタープラン
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事例：西アフリカ成長リング回廊整備
戦略的マスタープラン策定プロジェクト

1
4

ラゴ
ス

ロメ

アクラ
アビジャン

ワガドゥグ

①アビジャン-ワガドゥグ回廊
1,225km, 829万人(沿線都市人口)

②テマ-ワガドゥグ回廊
1,027km, 840万人

③ロメ-ワガドゥグ回廊
962km, 286万人

④アビジャン-ラゴスハ
イウェイ

1,018km, 2,467万人

主要テーマ 対象地域の開発ポテンシャルを把握し、インフラ整備を含む総合的な広域開発計画を策定

期待する成果 「地域開発戦略」と「回廊開発計画」に基づく2040年に向けての総合的広域開発

≪プロジェクト期間≫

2015年6月～2018年3月

2018年3月：報告書完成→公開

※JICA図書館サイトで閲覧可能
（和文要約版あり）

http://libopac.jica.go.jp/
images/report/1230880
5.pdf

ブルキナファソ

コートジボワール

ガーナ

トーゴ

コトヌ

主な対象国・
地域

ブルキナファソ（$640:GNI/Capita）、コートジボワール（$1,410）、ガーナ（$1,380）
トーゴ（$510）、ベナン（$820）、ナイジェリア（$2,450）※アビジャン-ラゴスハイウェイ沿線

ベナン

ナイジェリア

http://libopac.jica.go.jp/images/report/12308805.pdf


都市・地域開発
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（回廊開発）

●課題の概要

– 片荷輸送

– 高コスト、長時間輸送

– フードロス

●想定される民間企業技術活用の例

– フードロスの削減にも寄与するコールドチェーン技術

– （ICT活用を通じた）生産地情報のリアルタイム補足、
物流効率改善。

– （農産品の保存効率も考慮した）物流拠点整備、総合

的な物流網の構築等。

TICAD VIで打ち出した３回廊（北部回廊、ナカラ回廊、西アフリカ成長リング）の回廊

マスタープランを策定。今後は、回廊アプローチを更に加速する上で、マスタープラ
ンを通じて明らかとなった、現地の物流課題に対するソリューションを民間企業と協
力して提供していく（インフラ整備に加え、農業セクターの開発、産業振興を見据え
た開発） 。都市開発においても、持続可能な都市を実現するため、都市M/P、都市
交通M/Pにおいて提案された課題解決の施策について、民間技術の活用を視野に
入れた取り組みを行う。

（都市開発）

●課題の概要

– 高密度かつ巨大都市の出現

– 基礎インフラ不足

●想定される民間企業技術活用の例

– コンパクトシティ、スマートシティの実現

– コミュニティ重視型のまちづくり



JICAによるアフリカ電力分野の取組状況

人材育成
人材育成による開発の成功率向上とスピー
ドアップ(専門家派遣・本邦研修）
※産官学35機関以上のオールジャパンの
体制で人材育成。今後10年で470人程度。

試掘支援
ボトルネックの試掘をJICAが発注者となって

支援。ドナーが発注者になるのは日本だけ。
資源確認に至ればプラント建設へ前進。

政策支援
技術的、経済的に適切な開発計画の立案
（マスタープラン）等

研究開発
探査・掘削技術の研究開発支援（SATREPS）
による開発の成功率向上とコストダウン

譲許的条件による資金融資
生産井掘削やプラント建設への有償資金協
力（円借款）

国際送電線、国内送電線、配電
線の整備

アフリカは系統が断続的かつ容量が小さ
い（日本が得意とする大規模発電機を設
置できない）。送配電は価格競争の世界
であり、必ずしも日本に強みはなかった
が、工場の海外展開や中進国メーカーを
買収する企業が出現。日本企業の受注可
能性も生じている。途上国全体で今後25

年間の送配電インフラ整備に必要な資金
需要は約450兆円の予測。

「南部アフリカパワープール情報収集確
認調査」（実施済）

・将来的な本邦技術の活用の見込める有
償及び無償資金協力の案件形成。

・本邦招聘事業及び現地セミナーを通じた
本邦技術の紹介。

地熱熱 パワープール熱

IOT（遠隔監視・予防保
全）を活用した能力強化
＜検討中の対策案＞
・発電プラントにIoTを活用
した遠隔監視や予防保全を
導入することにより、開発
途上国のO&Mにかかる負
担を軽減。（システムが
O&Mをサポート）
→本邦企業の信頼性の高
い技術の実証と実績の蓄
積により、インフラシステム
輸出戦略に貢献するととも
に、質の高いインフラパート
ナーシップの具体化を図
る。

O&M能力強化

大規模電力インフラ整備

※案件構想段階

本邦技術を活用した
発電設備の建設支援
サブサハラ・アフリカ、北アフリ
カにて、本邦技術を活用した再
生可能エネルギーによる発電
所建設、発電効率の高い火力
発電所の建設、発電効率を回
復させる火力発電所のリハビリ
等を円借款により支援。
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ABEイニシアティブ：民間企業との連携実績

 登録企業数は500社に増加

 夏期インターン受入企業 第1ﾊﾞｯﾁ66社→第3ﾊﾞｯﾁ114社

 修了時インターン第1バッチ約半数の77名が実施

 東京でのネットワーキングフェア

参加企業数の増加 （2015年90社→2016年150社）

日本企業のアフリカとの関係強化
（アフリカでのビジネス展開に関心を持つ企業の増加）
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Ⅲ．アフリカ地域の
主要開発課題と取り組み

1．農業

2．保健医療

3．エネルギー

4．STI/ICTの活用

18



1．農業
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食料安全保障と栄養改善
～アフリカの人々に健康的な生活を～

穀物（コメ） 園芸作物 畜産物 水産物

灌漑整備、小規模インフラ整備、農業保険、耐環境ストレス栽培技術
災害復旧

フードバリューチェーン構築（域内流通促進を含む）
（種子、適地適作、経済回廊開発、流通インフラ（道路、倉庫、市場）、加工・流通、販売）

戦略的人材育成
（開発大学院連携、本邦研修、南南協力、アフリカ域内技術交換）

本邦企業進出促進
（農業機械、収穫後処理施設、ICT、農業保険、船外機、砂漠化対処）

UHC連携

栽培技術・営農体系・普及・機械化 内水面養殖

水産資源管理

市場志向型農業振興アプローチ展開

農林水産分野

途上国人材育成計画
2030

SHEP

レジリ
エンス

CARD 水産

食料安全保障と栄養改善 IFNA

家畜衛生

UHC連携

生
産

加
工
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通
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砂漠化対処による気候変動レジリエンス強化AI-CD



1. CARD：
コメ生産量倍増へ向けた国際イニシアチブ

2. SHEP：
小農の市場志向型農業実践のための営農力強化

3. IFNA：
食を通じた栄養改善を推進するための国際枠組み



アフリカ稲作振興のための共同体：CARD
（Coalition for African Rice Development)

 CARD立ち上げの背景 ：1990年代後半以降の需給ギャップ拡大、中長期的な域内生産拡大の必要性。
 TICAD IV (2008年）コメ生産拡大へのイニシアティブとしてJICAとAGRAが共同で発表。
 TICAD VII (2019年）CARD2正式開始予定。

【第1グループ】
カメルーン、ガーナ、ギニア、ケニア、マダガスカル
、マリ、モザンビーク、ナイジェリア、セネガル、シエ
ラレオネ、タンザニア、ウガンダ、
【第2グループ】
ベナン、ブルキナファソ、中央アフリカ共和国、コ
ートジボワール、コンゴ民主共和国、リベリア、ル
ワンダ、ガンビア、トーゴ、エチオピア、ザンビア

AfDB, Africa Rice Center, AGRA, 
FAO, FARA, IFAD, IRRI, JICA, 
JIRCAS, NEPAD, WB

目標：サブサハラ・アフリカのコメ生産量倍増
（1400万トン→2800万トン）

目標：サブサハラ・アフリカのコメ生産量を更に倍増
（2800万トン→5600万トン）

NRDS（国家稲作振興戦略）
・NRDS策定・改訂(23か国）
・優先課題選定
・コンセプトノート作成
・事業実施促進

4つのアプローチ
・栽培環境別
・バリューチェーン
・人材育成
・南南協力

JICAの貢献（実績）
・約520億円の貢献（技プロ・無償・有償他）
・1,250人の研修員受入（本邦・第3国）
・CARD事務局への支援（2名の企画調査員派
遣、活動経費）

(実施体制）

RICEアプローチ
Resilience 気候変動・人口増に対応した生産安定化
Industrialization  民間セクターと協調した地場の産業形成
Competitiveness 輸入米に対抗できる自国産米の品質向上
Empowerment    農家の生計・生活向上のための営農体系構築

CARD Action Plan
運営委員会11機関を含む関係機関による貢献策をマトリックス化

アフリカ主導
AU/NEPAD、地域共同体(RECs)の巻込み

JICAの貢献（案）
・RICEアプローチを基にした支援
・民間連携の取組み強化
・アフリカ稲作の戦略的人材育成（開発大学院連携、
本邦・第3国・現地国内研修）
・他機関と連携した研究推進
・CARD事務局への支援

CARD (2008-2018) CARD2 (2019-2030)対象国：23か国

運営委員会機関：11機関

総会

運営委員会

事務局

・最高意思決定機関
・対象23か国・運営委員会11機関他が参加
・1～2年毎の開催

・CARD運営に関する検討、総会への助言
・11機関が参加
・1年毎の開催

・CARD全般の運営・調整
・AGRA本部(ナイロビ)に設置

発展
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CARDフェーズ2におけるJICAの具体的な活動）

 気候変動に対応した灌漑開発
気候変動モデルを踏まえた灌漑開発
住民参加型小規模灌漑開発

 気候変動耐性品種の育種と普及
本邦・国際研究機関での育種素材（耐乾・耐熱・耐塩）の導入
耐性品種での栽培試験と普及

 優良種子の普及
種子生産マニュアルの作成・普及
種子生産圃場の整備

 収穫後処理技術の向上
精米品質向上のための技術指導
精米プラントの試行的導入
本邦収穫後処理メーカーの進出促進

 コメ・ビジネスの促進支援
コメ・バリューチェーン調査を通じたビジネス潜在性確認
コメ・ビジネス促進のための施設・機材整備

 国内・域内コメ流通促進
流通インフラ整備
地域共同体（RECs）との連携による域内流通促進・政策提言

 農業機械化促進
農機の試行的導入
本邦農業機械メーカーの進出促進

 農家の生計向上・生活向上
コメ以外の作目（裏作導入）も含めた営農体系の確立
家計研修による生活向上
作物多様化と栄養指導による栄養改善

 金融アクセス向上への支援
農村金融の試行的導入

Resilience Industrialization

Competitiveness Empowerment

 CARD研究推進
 気候変動モデルを基にした稲作適地
 育種・栽培技術のインパクト評価

 CARD事務局支援
 RECs等への政策提言

CARD運営

RICEアプローチ
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民間連携事業の例：農業機械
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市場志向型農業振興（SHEP）
Smallholder Horticulture Empowerment & Promotion

25

市場情報の提
供など

ビジネスとしての農業の推進 人が育ち、人が動くための仕掛け

市場アクター
・小売業者、仲介業者
・農業資機材会社（種苗・肥料等）
・農産物加工業者など

生産者

生産者情報

（生産地や生産ﾎﾟ
ﾃﾝｼｬﾙなど）

市場情報

（売れ筋品目、価
格、時期など）

関係者がそれぞれの持つ情報を

提供しあうことで、地域経済の効率化
を図る。

（情報の非対称性を緩和）

内発的な動機（モチベーション）を高めて
活動を継続させる（自己決定理論）
～3つの心理学的欲求を充足～

自律性（Autonomy）

自分の欲求や好奇心、興味に基づき自発
的に考え、課題に取り組む

有能感（Competence）

課題を自分の力でこなす達成感により、自
分が有能であるという実感を持つ

関係性（Relatedness）

他者と関わり合い、繋がり、思いやった
りして、共に行動を起こす

SHEP
お見合い
フォーラム

家計
簿研
修

農家によ
る

市場調査

SHEPのオリジナリティーを考慮した活動具体例
 農家による市場調査⇒ 市場情報の非対称性の緩和と農家の自律性・有能感欲求の充足
 市場調査の結果に基づく対象作物選定⇒非対称性の緩和と自律性・有能感欲求の充足
 お見合いフォーラム⇒非対称性の緩和と自律性・関係性欲求の充足
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民間連携事業の例：園芸



27出典：JICA



10の運営委員機関で後押し
専門国際機関、開発金融機関、研究機関等の専門性、資金力を

生かした支援の推進
 IFNA事務局を南アのNEPAD内に設立

内外からの強い決意表明

食と栄養のアフリカ・イニシアチブ（IFNA）
アフリカの栄養改善のための国際イニシアチブ ～ 4つのポイント

食と栄養のアフリカ・イニシアティブ
(IFNA)」を始めることも申し上げます。栄
養こそは，保健の基礎ですから，そこを
NEPADと一緒に進める施策です。

１

2016年8月発足

人間の安全保障により
「誰一人として取り残さない」２

IFNAの目的
食と栄養の安全保障に係るアクションの現場推進

（～2025年）

IFNAの原則
 人間中心
 女性、小規模農家、社会的弱者の支援
 マルチセクターによる相乗効果
 エビデンスの重視
 短期～長期支援の調和による持続可能なシステム構築

農業の介入を強調し、効果的な
現場アクションを実現

10の重点国でグッドプラクティスを創出、全

アフリカと共有

協力のポイント
 相手国政策の中で重要分野を絞り込み、選択と集

中による開発効果の増大
 栄養改善に農業を取り込み食料アクセス強化
 先行ドナー等のこれまでの成果を有効活用
 人材・組織の能力向上を支援

TICAD VI「ナイロビ実施計画」
4.1.  食と栄養のアフリカ・イニシアチブ（IFNA）の促進
により、より良いデータに焦点を当てたマルチ・ステーク
ホルダー及び多分野の取組を通じてアフリカ諸国の栄養状
態を向上させる。

４

運営委員機関：アフリカ開発銀行、国連食糧農業機関、国際農業開発基金（IFAD）、JICA、国立研究開発法人国際農林水産業研究センター
（JIRCAS）、アフリカ開発のための新パートナーシップ（NEPAD）事務局、国連児童基金、世界銀行、世界食糧計画、世界保健機構
重点10か国：ブルキナファソ、エチオピア、ガーナ、ケニア、マダガスカル、マラウイ、モザンビーク、ナイジェリア、セネガル、スーダン

国際社会と連携し
全アフリカへの波及３

日本の貢献
１．IFNA運営全般への支援
２．グローバルな広報展開
３．資金動員の促進
４．協力事業の実施
（技術協力、無償資金協力、有償資金協力、民間連携、NGO連携、ボランティア派遣等）

日本の経験
も活用

生活改善運動 学校給食 食育
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民間連携事業の例：栄養強化食品



2.保健医療
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MDG保健セクターの状況

MDG ４ ５ ６

指標

5歳未満児の
死亡

2015年 a

(千)

妊産婦の
死亡

2015年 b

(千)

エイズによる
死亡

2015年 c

(千)

結核による
死亡（HIV非感染）

2015年 d

(千)

マラリアに
よる死亡
2015年 e

(千)

全世界 5,945 303 1,100 1,380 438

サブサハラ
アフリカ 2,947 201 800 448 * 395 *

サブサハラ
アフリカの
割合

49.6% 66.3% 72.7% 32.5% 90.2%

出典：* WHO African Regional Office member states

a: UNICEF, WHO, World Bank Group, UN. Levels & trends in child mortality: Report 2015. NY; UNICEF: 2015
b: WHO, UNICEF, UNFPA, The World Bank. Trends in maternal mortality: 1990 to 2015. Geneva; WHO: 2015

c: UNAIDS. Global AIDS update 2016. Geneva; UNAIDS: 2016
d: WHO. Global tuberculosis report 2016. Geneva; WHO: 2016
e: WHO. World malaria report 2015. Geneva; WHO: 2015 31



アフリカにおける死因の推移（2000-2030）
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出典： 以下より発表者作成

WHO (2013) GLOBAL HEALTH ESTIMATES SUMMARY TABLES: PROJECTION OF DEATHS BY CAUSE, AGE AND SEX, BY WORLD BANK INCOME GROUP AND WHO REGION

WHO (2016) GLOBAL HEALTH ESTIMATES 2015 SUMMARY TABLES: DEATHS BY CAUSE, AGE AND SEX, BY WHO REGION, 2000-2015
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非感染症
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民間連携事業の例：健康診断普及
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民間連携事業の例：妊産婦ケア



3．エネルギー
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民間連携事業の例：風力エネルギー



4．STI/ICTの活用
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アフリカ発の「リバースイノベーション」

出典：野村総研（2017）
アフリカから「M-Pesa」「Zipline」などのイノベーションが生まれている



PC・タブレットで使用可能なエコー画
像診断装置普及（スーダン）

ドローンを用いた物流サービス促進
（ザンビア）

アフリカのニーズ特定課題での民間提案型事業

概要

案件の
イメージ

TICAD7に向けて、一般的なアフリカ向け案件の提案勧奨に加え、アフリカを
含めて今後重視される特定課題 （例：STI、栄養等）に対して、企業提
案の特別枠公示を検討する。

エアロセンス社 レキオ・パワー・テクノロジー社
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「ドローンやフィンテック、無の強みで最先端へ一足飛び」
－2018年1月、ルワンダは世界に先駆けてドローンに特化した商業飛行の規制

を整備した。「ゲームチェンジャーになる技術を採用する国のモデル」（世界経
済フォーラムのムラート第4次産業革命センター長）と注目を浴びる。－

（日本経済新聞（2018/8/15））

アフリカだからこそ進む最先端の試み

ルワンダで血液をドローンで運ぶ
zipline社のwebサイト
http://www.flyzipline.com/gallery/
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農業分野 × STI

SHEP（小規模農家向け市場志向型農業振興）
[目標]   農家100万人へSHEPサービス提供

earningの共同開発（コンテンツの提供）

◆ SHEP E-Learning コンテンツ開発
◆ SHEPゲームによる理解促進

CARD（アフリカ稲作振興のための共同体）
[目標]  コメ生産量の倍増

earningの共同開発（コンテンツの提供）
◆ 遺伝子マーカーによる品種系統選抜
◆ CARD研究（気候変動モデルと投資計画）

IFNA（食と栄養のアフリカ・イニシアチブ）
[目標] 食料と栄養に関する政策の現場実践

earningの共同開発（コンテンツの提供）

◆ 栄養改善のエビデンス構築
◆ 栄養強化食品の普及

ビタミンA強化サツマイモ

SHEPゲーム

高収量イネ品種系統

45



SMSによる感染症早期警戒システムを構築

ケニア「黄熱病およびリフトバレー熱に対する迅速診断法の開発とその

アウトブレイク警戒システムの構築プロジェクト」

e-ラーニングによる保健人材の強化
（リーダーシップ、ガバナンス、保健財政分野）

広域（41カ国）「アフリカ保健システム強化パートナーシッププロジェクト」

保健施設データベースによる医療資源の管理・政策策定
ザンビア「保健施設センサスに基づく保健投資計画能力強化
プロジェクト」

SMSによる患者予約・再来患者追跡システムを構築、
妊産婦と新生児ケアに関する啓発メッセージ配信

ナイジェリア「ラゴス州における貧困層のための地域保健サービス強化プロジェクト」

Preparedness

e-learning

Mobile

Mobile

Data / GIS

Governance

Financing

Service

Equity

国際会議におけるSTI取組みの発信
Transform Africa Summit 2018 於ルワンダ

Advocacy

Medical Device PC・タブレット使用可能なエコー画像診断装置の普及
スーダン「民間連携事業レキオ・パワー・テクノロジー株式会社」

UHC in Africa × STI 
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JICA民間連携事業の実績（アフリカ 2013-2017）

47

JICA民間連携事業の国別実績件数（アフリカ）
国名 農業 保健医療 環境・エネルギー水の浄化・水処理廃棄物処理その他 合計

ケニア 4 8 5 5 3 9 34

モロッコ 6 0 1 0 4 2 13

タンザニア 4 0 4 2 0 2 12

エチオピア 2 0 2 1 2 3 10

南アフリカ 1 2 3 2 0 2 10

ルワンダ 5 0 0 0 0 3 8

ガーナ 2 3 1 0 0 1 7

モザンビーク 1 0 1 1 0 4 7

セネガル 2 0 0 2 0 1 5

ウガンダ 3 2 0 0 0 0 5

ザンビア 1 2 0 0 0 2 5

その他 6 7 5 0 1 3 22

合計 37 24 22 13 10 32 138



ご清聴ありがとうございました。
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5．イノベーション・タスクフォース
アイディアソンのご紹介
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イノベーション・タスクフォースとは

活動内容

①内外のイノベーションを収集・分析

②SDGs達成に向けたイノベーティブな取組
みをパイロット事業として試行的に実施

③制度改善・マインドセットへつなぐ
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アイディアソン概要

日時・会場 2018年9月28日（金）10:00-11:30 JICA本部112会議室

概要
（案）

テーマ：アフリカのStunting（発育阻害）について

対象国は、ルワンダ、ガーナ、マダガスカルの３か国

各国のStuntingの現状や要因、各国のニーズをJICA
より説明

参加者（民間企業、NGO、開発コンサルタント、金融
機関、大学、研究機関等）の皆様とブレーンストーミン
グを行い、課題解決に必要なソリューションを生み出す。

連絡先

＜＜おってJICAホームページにて案内発出予定＞＞
イノベーション・タスクフォース事務局（社会基盤・平和構築部内）
伊藤隆一 メール： jicaei@jica.go.jp

電 話： 03-5226-8102 51



Source: The World Bank

（参考）
”Stunting”状態の子供は脳が十分発達しない
 人生すべてに関わる問題
 デジタル化が進むなか、格差が助長されてしまう



（参考）グローバルターゲットは2025年までにStuntingを
40%減少させること （SDGｓゴール２）

飢餓に終止符を打ち、食糧の安定確保と
栄養状態の改善を達成するとともに、持続
可能な農業を推進する



アフリカではStuntingが増加
5歳未満の子供の3人に1人がStuntingに

Source: Global Nutrition Report 2016

（参考）


